
（証券コード　8979）
2022年12月26日

投 資 主 各 位
東 京 都 中 央 区 日 本 橋 三 丁 目 1 番 8 号

スターツプロシード投資法人
執行役員 平 出 和 也

第10回投資主総会招集ご通知

　拝啓　平素は本投資法人に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、本投資法人の第10回投資主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

上げます。

　投資主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、本投資

主総会につきましては、極力、書面により事前の議決権行使をいただき、投資主様の健康

状態にかかわらず、投資主総会当日のご来場をお控えいただくよう強くお願い申し上げま

す。つきましては、お手数ですが後記の投資主総会参考書類をご検討いただきまして、同

封の議決権行使書面に賛否をご表示いただき、2023年1月19日（木曜日）午後6時までに到

着するようご送付くださいますようお願い申し上げます。

　また、本投資法人におきましては、投資信託及び投資法人に関する法律第93条第1項に基

づき、現行規約第14条において、「みなし賛成」に関する規定を次のとおり定めておりま

す。従いまして、投資主様が当日投資主総会にご出席になられず、かつ、議決権行使書面

による議決権の行使をなされない場合、現行規約同条第3項に定める場合を除き、本投資主

総会における各議案について、賛成されるものとみなしてお取扱いすることになりますの

で、ご留意くださいますようお願い申し上げます。

（本投資法人現行規約抜粋）

　第14条（みなし賛成）

1. 投資主が投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当該投資主はそ

の投資主総会に提出された議案（複数の議案が提出された場合において、これらのう

ちに相反する趣旨の議案があるときは、当該議案のいずれをも除く。）について賛成

するものとみなす。

2. 前項の規定による定めに基づき議案に賛成するものとみなした投資主の有する議決権

の数は、出席した投資主の議決権の数に算入する。

3. 前2項の規定は、（ⅰ）以下の各事項に関する議案が投資主総会に提出されることに

ついて本投資法人が本投資法人のウェブサイトにおいて公表した日若しくは招集権者

がこれに準ずる方法により公表した日のいずれか早い日から2週間以内に、総発行済

投資口の100分の1以上の投資口を6か月以上引き続き有する投資主が、当該議案に反

対である旨を本投資法人（招集権者が執行役員若しくは監督役員以外の者である場合

は、本投資法人及び招集権者の双方）に通知した場合、又は、（ⅱ）以下の各事項に

関する議案について、本投資法人が当該議案に反対である旨を招集通知に記載若しく
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は本投資法人のウェブサイトにおいて公表した場合は、当該議案については適用しな

い。

(1)執行役員又は監督役員の選任又は解任

(2)資産運用会社との間の資産運用委託契約の締結又は解約

(3)解散

(4)投資口の併合

(5)執行役員、監督役員又は会計監査人の責任の免除

(6)上記各号に類すると合理的に判断される議案

4. 第1項及び第2項の規定は、本条を変更する規約変更議案については適用しない。

敬　具

記

1. 日　　　時： 2023年1月20日（金曜日）　午前10時

2. 場　　　所： 東京都中央区八重洲一丁目3番7号

八重洲ファーストフィナンシャルビル3階

ベルサール八重洲　ＲＯＯＭ　4＋5

（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
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3. 目 的 事 項：

決 議 事 項

 

第1号議案： 規約一部変更の件

第2号議案： 執行役員1名選任の件

第3号議案： 補欠執行役員1名選任の件

第4号議案： 監督役員2名選任の件

以　上

（お願い）◎本投資主総会におきましては、新型コロナウイルス感染症の国内における感

染状況等を踏まえ、感染拡大防止に向けた対応を実施させていただきます。

詳しくは後記「新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について」をご確

認くださいますようお願い申し上げます。

◎当日ご出席の際は、お手数ですが同封の議決権行使書面を会場受付にご提出

くださいますようお願い申し上げます。

◎代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の投資主様1名を

代理人として本投資主総会にご出席いただくことが可能ですので、代理権を

証明する書面を議決権行使書面とともに会場受付にご提出くださいますよう

お願い申し上げます。

◎本投資主総会にご出席の投資主様へのお土産のご用意はございませんので、

あらかじめご了承くださいますようお願い申し上げます。

◎従前投資主総会終了後に開催しておりました、本投資法人の資産運用会社で

あるスターツアセットマネジメント株式会社による「運用状況報告会」は、

会場での新型コロナウイルス感染拡大防止にできる限り努めるため、開催を

見送ることといたしました。何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

◎投資主総会参考書類に記載すべき事項について修正する必要が生じた場合

は 、 修正後 の 事項 を 本投資法人 のホームページ （https://www.sp-

inv.co.jp）に掲載いたしますので、ご了承ください。

◎今後の状況によっては、本投資主総会の運営に変更が生じる可能性がござい

ます。変更が生じた場合は、本投資法人のホームページ（https://www.sp-

inv.co.jp）に掲載いたしますので、あわせてご確認いただきますようお願い

申し上げます。
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新型コロナウイルス感染拡大防止への対応について

　新型コロナウイルスの国内での感染状況を踏まえ、投資主の皆様の安全を第一

に考え、会場での感染拡大防止にできる限り努めるべく、規模を縮小して開催い

たしますこと、何卒ご理解いただきますようお願い申し上げます。

　また、本投資主総会における新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、以下

の対応を行うことを予定しております。投資主の皆様のご理解及びご協力をお願

い申し上げます。

　なお、今後の状況によっては、下記の対応方法の変更に関するお知らせを本投

資法人のホームページ（https://www.sp-inv.co.jp）に掲載する場合がございま

すので、あわせてご確認いただきますようお願い申し上げます。

＜投資主様へのお願い＞

● 本投資主総会の議決権は書面によって行使することができますので、投資主

の皆様におかれましては、投資主の皆様の安全の観点から、本投資主総会に

ご出席いただく代わりに、同封の議決権行使書面による議決権の行使をお願

い申し上げます。

● 特に、ご高齢の方や基礎疾患のある方、妊娠されている方におかれまして

は、本投資主総会へのご来場を見合わせることをご検討ください。

＜来場される投資主様へのお願い＞

● 当日の会場では、来場された投資主様のお席並びに本投資法人の役員、補欠

役員候補者及び運営スタッフの席の間隔を広くとるため、充分な数のお席を

確保できない可能性がございます。万が一お席がご用意できない場合、会場

内への入場を制限させていただくことがございますので、あらかじめご了承

ください。

● 役員、補欠役員候補者及び運営スタッフは、マスクを着用した状態で応対を

させていただきますので、ご理解いただきますようお願い申し上げます。

● ご来場の投資主様におかれましては、マスクを着用のうえで会場へお越しい

ただき、会場受付に設置しておりますアルコール消毒液による手指の消毒に

ご協力いただきますようお願い申し上げます。
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● 会場受付にて体温測定を実施させていただきます。測定時に発熱があると認

められる投資主様には、本投資主総会へのご出席をご遠慮いただくようお願

いすることもございますので、あらかじめご了承ください。また、本投資主

総会中に体調不良と見受けられる方には、運営スタッフがお声掛けをさせて

いただき、ご退席をお願いすることもございますので、あらかじめご了承く

ださい。

● 上記の各対応により、会場受付の混雑が見込まれますので、会場へお越しい

ただく際は、なるべくお早めにご来場くださいますようお願い申し上げま

す。

● 本投資法人の資産運用会社であるスターツアセットマネジメント株式会社に

よる「運用状況報告会」は、投資主の皆様の会場滞在時間の短縮を目的とし

て開催しないことといたしましたのでご理解いただきますようお願い申し上

げます。なお、本投資法人の2022年10月期に関する決算説明動画及び決算説

明資料は、本投資法人のホームページ（https://www.sp-inv.co.jp）にてご

覧いただくことができます。

● このほか、本投資主総会の秩序維持の観点から、必要な措置を講じる場合が

ございますので、投資主の皆様におかれましては、何卒ご理解いただきます

ようお願い申し上げます。

　以上、時節柄、投資主の皆様におかれましては、ご理解及びご協力を賜ります

よう、よろしくお願い申し上げます。
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投資主総会参考書類

　議案及び参考事項

第1号議案：規約一部変更の件

1. 変更の理由

(1) 第10条関係

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第1条

ただし書に規定する改正規定（これに関連する投資信託及び投資法人

に関する法律等の改正を含みます。）が2022年9月1日に施行され、同

日付で本投資法人規約において投資主総会参考資料等の電子提供措置

を取る旨の規定を設ける変更がなされたものとみなされていることに

伴い、以下のとおり規定を新設するものです。

①投資主総会参考書類等の内容である情報について、電子提供措置を

取る旨の規定を設けるものです。

②書面交付請求をした投資主に交付する書面に記載する事項の範囲を

限定するための規定を設けるものです。

(2) 第26条関係

上記の変更に伴い、現行規約の定義語の定義位置を調整するもので

す。

(3) 第34条関係

企業会計基準第30号「時価の算定に関する会計基準」及び企業会計基

準第10号「金融商品に関する会計基準」（関連して新たに制定又は改

正された会計基準、適用指針を含みます。）の公表等により、有価証

券及びデリバティブ取引に係る権利の時価評価の方法が変更になった

ことに伴い、資産評価の方法に関して所要の変更を行うものです。

(4) 第35条関係

本投資法人は、更なる投資主還元の観点から、今後、原則として毎期

継続的に利益を超えた金銭の分配を行う（但し、経済環境、不動産市

場及び賃貸市場等の動向、本投資法人の保有資産の状況及び財務の状

況等を勘案しこれを行わない場合もあります。）方針とするため、金

銭の分配方針に必要な変更を行うものです。

(5) 第43条関係

資産運用会社に対する報酬と投資主利益との連動性をより高めること

を目的として、以下のとおり変更を行うものです。

①資産運用会社に対する運用報酬Ⅰについて、報酬料率を一部変更の

うえ上限の定めを廃止し、定率とするものです。
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（下線は変更部分を示します。）

現 行 規 約 変 更 案

第10条（開催及び招集） 第10条（開催及び招集）

1.～5.       （記載省略）

（新設）

（新設）

1.～5.     （現行のとおり）

6.本投資法人は、投資主総会の招集に際

し、投資主総会参考書類等の内容であ

る情報について、電子提供措置をとる

ものとする。

7.本投資法人は、電子提供措置をとる事項

のうち投資信託及び投資法人に関する法

律施行規則（平成12年総理府令第129

号、その後の改正を含み、以下「投信法

施行規則」という。）で定めるものの全

部又は一部について、議決権の基準日ま

でに書面交付請求した投資主に対して交

付する書面に記載しないことができる。

第26条（資産運用の基本方針） 第26条（資産運用の基本方針）

本投資法人は、中長期にわたり、運用資産

の着実な成長と安定した収益の確保を目指

し、主として不動産等資産（投資信託及び

投資法人に関する法律施行規則（平成12年

総理府令第129号、その後の改正を含

む。）第105条第1号ヘに定める不動産等資

産をいう。）に投資して運用を行うものと

する。

本投資法人は、中長期にわたり、運用資産

の着実な成長と安定した収益の確保を目指

し、主として不動産等資産（投信法施行規

則第105条第1号ヘに定める不動産等資産を

いう。）に投資して運用を行うものとす

る。

②資産運用会社に対する運用報酬Ⅱについて、投資主利益との連動性

をさらに高めるために算定式を変更するものです。

③資産運用会社に対する取得報酬及び譲渡報酬について、報酬料率を

変更のうえ上限の定めを廃止し、定率にするとともに、譲渡報酬につ

いては、譲渡益に連動する報酬とするものです。

④本投資法人が他の投資法人との合併を行った場合において、資産運

用会社が遂行する当該合併に関する業務の対価として合併報酬を導入

するものです。

2. 変更の内容

　現行の規約の一部を、次のとおり変更しようとするものです。
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現 行 規 約 変 更 案

第34条（資産評価の方法、基準及び基準

日）

第34条（資産評価の方法、基準及び基準

日）

1.本投資法人の資産の評価方法は、下記の

とおり運用資産の種類毎に定める。

(1)～(3)     （記載省略）

(4)有価証券（不動産等を主たる投資対象

とする資産対応証券等を含む。）

a.金融商品取引所に上場されている有価証

券

金融商品取引所が開設する取引所金融

商品市場又は外国金融商品市場におけ

る最終価格に基づき算出した価額によ

り評価する。

b.上記以外の有価証券

当該有価証券の市場価格がある場合に

は市場価格に基づく価額を用い、市場

価格がない場合には、合理的に算定さ

れた価額により評価する。但し、優先

出資証券については、市場価格及び合

理的に算定された価額がない場合には

取得原価で評価する。

(5)デリバティブ取引に係る権利

a.金融商品取引所の相場のあるもの

当該金融商品取引所の最終価格（終

値、終値がなければ気配値（公表され

た売り気配の最安値又は買い気配の最

高値、それらがともに公表されている

場合にはそれらの仲値））に基づき算

出した価額により評価する。

b.金融商品取引所の相場のないもの

市場価格に準ずるものとして合理的に

算定された価額が得られる場合には､そ

の価額により評価する。また、公正な

評価額を算定することが極めて困難な

場合には、取得価額により評価する。

但し、一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準及び慣行により、ヘッジ

1.本投資法人の資産の評価方法は、下記の

とおり運用資産の種類毎に定める。

(1)～(3)   （現行のとおり）

(4)有価証券（不動産等を主たる投資対象

とする資産対応証券等を含む。）

満期保有目的の債券に分類される場合

には、取得原価により評価し、その他

有価証券に分類される場合には、時価

により評価する。但し、市場価格のな

い株式等は、取得原価により評価す

る。

(5)デリバティブ取引に係る権利

デリバティブ取引により生じる正味の

債権及び債務は時価により評価する。

但し、一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準及び慣行により、ヘッジ

取引と認められるものについては、ヘ

ッジ会計が適用できるものとする。ま

た、金融商品に関する会計基準及び金

融商品会計に関する実務指針に定める

金利スワップの特例処理の要件を充足

するものについては、金利スワップの

特例処理を適用できるものとする。
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現 行 規 約 変 更 案

取引と認められるものについては、ヘ

ッジ会計が適用できるものとする。ま

た、金融商品会計基準に定める金利ス

ワップの特例処理の要件を充足するも

のについては、金利スワップの特例処

理を適用できるものとする。

(6)～(7)     （記載省略）

2.～3.       （記載省略）

(6)～(7)   （現行のとおり）

2.～3.     （現行のとおり）

第35条（金銭の分配） 第35条（金銭の分配）

本投資法人は、以下の方針に従って金銭の

分配を行うものとする。

(1)～(3)     （記載省略）

(4)利益を超えた金銭の分配

本投資法人は、分配可能金額が配当可

能利益の100分の90に相当する金額に

満たない場合、経済環境、不動産市

場、賃貸市場等の動向により本投資法

人が最適と判断する場合、又は本投資

法人における法人税等の課税負担を軽

減することができる場合、第2号に定

める分配金額に、法令等（投資信託協

会の定める規則等を含む。）の定める

金額を限度として、本投資法人が決定

した金額を加算した金額を、分配可能

金額を超えて金銭で分配することがで

きる。

(5)          （記載省略）

本投資法人は、以下の方針に従って金銭の

分配を行うものとする。

(1)～(3)   （現行のとおり）

(4)利益を超えた金銭の分配

本投資法人は、分配可能金額が配当可

能利益の100分の90に相当する金額に

満たない場合、経済環境、不動産市

場、賃貸市場等の動向により本投資法

人が最適と判断する場合、又は本投資

法人における法人税等の課税負担を軽

減することができる場合、第2号に定

める分配金額に、法令等（投資信託協

会の定める規則等を含む。）の定める

金額を限度として、本投資法人が決定

した金額を加算した金額を、分配可能

金額を超えて金銭で分配することがで

きる。なお、本投資法人は、原則とし

て毎期継続的に当該利益を超えた金銭

の分配を行う方針とする。また、その

実施及び金額の決定にあたっては、運

用資産の競争力の維持・向上に向けて

必要となる資本的支出の金額及び本投

資法人の財務状態に十分配慮する。但

し、経済環境、不動産市場、賃貸市場

等の動向、保有資産の状況及び財務の

状況等を勘案し、本投資法人が不適切

と判断した場合には、利益を超えた金

銭の分配は行わない。

(5)        （現行のとおり）
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現 行 規 約 変 更 案

第43条（資産運用会社に対する報酬額並び

にその支払時期及び方法)

第43条（資産運用会社に対する報酬額並び

にその支払時期及び方法)

本投資法人が資産の運用を委託する資産運

用会社に対する資産運用報酬は、運用報

酬、取得報酬、譲渡報酬から構成され、そ

れぞれの具体的な金額又は計算方法及び支

払の時期は以下のとおりとし、当該報酬に

係る消費税及び地方消費税を加えた金額を

資産運用会社の指定する口座に振込むもの

とする。なお、上限料率が定められている

報酬については、本投資法人の役員会の承

認を経た上で決定した料率によるものとす

る。

本投資法人が資産の運用を委託する資産運

用会社に対する資産運用報酬は、運用報

酬、取得報酬、譲渡報酬並びに合併報酬か

ら構成され、それぞれの具体的な金額又は

計算方法及び支払の時期は以下のとおりと

し、当該報酬に係る消費税及び地方消費税

を加えた金額を資産運用会社の指定する口

座に振込むものとする。なお、上限料率が

定められている報酬については、本投資法

人の役員会の承認を経た上で決定した料率

によるものとする。

報酬の種類 計算方法と支払時期

運用報酬Ⅰ 運用報酬Ⅰは、以下の算定

式に従って算出される金額

を、7月末日、10月末日、1

月末日及び4月末日を最終

日とする各四半期毎に、当

該四半期末日経過後翌月末

日までに支払うものとす

る。

＜計算式＞

運用報酬Ⅰ

＝報酬算定基礎資産額×

運用報酬Ⅰ料率×

当該四半期の日数／365

（1円未満切捨）

報酬算定基礎資産額

＝a＋b－c

a. 本投資法人の当該決算

期間の直前の決算期間

に係る決算期（以下

「基準決算日」とい

う。）における貸借対

照表上の総資産額

　

報酬の種類 計算方法と支払時期

運用報酬Ⅰ 運用報酬Ⅰは、以下の算定

式に従って算出される金額

を、7月末日、10月末日、1

月末日及び4月末日を最終

日とする各四半期毎に、当

該四半期末日経過後翌月末

日までに支払うものとす

る。

＜計算式＞

運用報酬Ⅰ

＝報酬算定基礎資産額×

運用報酬Ⅰ料率×

当該四半期の日数／365

（1円未満切捨）

報酬算定基礎資産額

＝a＋b－c

a. 本投資法人の当該決算

期間の直前の決算期間

に係る決算期（以下

「基準決算日」とい

う。）における貸借対

照表上の総資産額
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現 行 規 約 変 更 案

報酬の種類 計算方法と支払時期

b. 基準決算日以降、本投

資法人が取得した運用

資産 の 累積取得価額

（但し、消費税及び地

方消費税並びに取得に

伴う費用は除く）の当

該四半期の毎月末残高

を平均した金額

c. 基準決算日以降、本投

資法人が売却した運用

資産 の 累積売却価額

（但し、消費税及び地

方消費税並びに売却に

伴う費用は除く。）の

当該四半期の毎月末残

高を平均した金額

報酬算定基礎資産額
上限
料率
(％)

250億円以下の部分
に対して

0.7

250億円超500億円以下
の部分に対して

0.6

500億円超1,000億円以
下の部分に対して

0.5

1,000億円超の部分
に対して

0.4

運用報酬Ⅰ料率

　

　

報酬の種類 計算方法と支払時期

b. 基準決算日以降、本投

資法人が取得した運用

資産 の 累積取得価額

（但し、消費税及び地

方消費税並びに取得に

伴う費用は除く）の当

該四半期の毎月末残高

を平均した金額

c. 基準決算日以降、本投

資法人が売却した運用

資産 の 累積売却価額

（但し、消費税及び地

方消費税並びに売却に

伴う費用は除く。）の

当該四半期の毎月末残

高を平均した金額

報酬算定基礎資産額
料率
(％)

1,000億円以下の部分
に対して

0.5

1,000億円超の部分
に対して

0.4

運用報酬Ⅰ料率
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現 行 規 約 変 更 案

報酬の種類 計算方法と支払時期

運用報酬Ⅱ 本投資法人の各営業期間毎

に算定される運用報酬Ⅱ控

除前の税引前当期純利益金

額の3.0％に相当する金額

（1円未満切捨）を当該金

額が確定した日の属する月

の翌月末日までに支払うも

のとする。

取得報酬 不動産等の特定資産を取得

した場合において、その売

買代金（但し、消費税及び

地方消費税並びに取得に伴

う費用は除く。）に0.6％

（但し、資産運用会社の株

主及びその連結対象会社か

らの取得は0.55％）を上限

とする料率を乗じた金額を

上限として、取得した日

（所有権移転等の権利移転

の効果が発生した日）の属

する月の翌月末日までに支

払うものとする。

譲渡報酬 不動産等の特定資産を譲渡

した場合において、その売

買代金（但し、消費税及び

地方消費税並びに譲渡に伴

う費用は除く。）に0.6％

（但し、資産運用会社の株

主及びその連結対象会社へ

の譲渡は0.55％）を上限と

する料率を乗じた金額を上

限として、譲渡した日（所

有権移転等の権利移転の効

果が発生した日）の属する

月の翌月末日までに支払う

ものとする。
　

報酬の種類 計算方法と支払時期

運用報酬Ⅱ 本投資法人の各営業期間毎

に算定される運用報酬Ⅱ控

除前の税引前当期純利益金

額に、1口当たり当期純利

益金額 を 乗 じ 、 さらに

0.001％を乗じた金額（1円

未満切捨）を当該金額が確

定した日の属する月の翌月

末日までに支払うものとす

る。

取得報酬 不動産等の特定資産を取得

した場合において、その売

買代金（但し、消費税及び

地方消費税並びに取得に伴

う費用は除く。）に1.0％

を乗じた金額を、取得した

日（所有権移転等の権利移

転の効果が発生した日）の

属する月の翌月末日までに

支払うものとする。

譲渡報酬 不動産等の特定資産を譲渡

し、それによって譲渡益が

発生した場合に、その譲渡

益に10％を乗じた金額を、

譲渡した日（所有権移転等

の権利移転の効果が発生し

た日）の属する月の翌月末

日までに支払うものとす

る。なお、不動産等の特定

資産を譲渡し、それによっ

て譲渡損が発生した場合

は、譲渡報酬は発生しな

い。
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現 行 規 約 変 更 案

報酬の種類 計算方法と支払時期

（新設） （新設）

報酬の種類 計算方法と支払時期

合併報酬 本投資法人が当事者となる

合併において、資産運用会

社が合併の相手方の保有資

産等の調査及び評価その他

の合併に係る業務を実施

し、当該合併の効力が発生

した場合、当該合併の相手

方が保有する不動産等の特

定資産の合併の効力発生時

における評価額に1.0％を

乗じた金額を上限として、

当該合併の効力発生日が属

する月の翌月末日までに支

払うものとする。

（新設） 附則　第1条

第43条に係る規約変更の効力は、2023年5

月1日をもって生じるものとし、2023年5月

1日以降に生じる資産運用報酬から適用す

るものとする。本条は、当該効力発生日の

経過後、これを削除するものとする。
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氏 名
（生年月日）

略 歴

ひら

平

 

 
いで

出

 

 

 

　

 

 
かず

和

 

 
や

也

(1963年11月25日)

1988年 4月 スターツ株式会社（現スターツコーポレーション株式会

社）入社

1999年11月 スターツ証券株式会社取締役就任

2001年11月 スターツアセットマネジメント投信株式会社（現スター

ツアセットマネジメント株式会社）取締役就任

2004年 6月 同社代表取締役就任（現在に至る）

2005年 5月 本投資法人執行役員就任（現在に至る）

2013年 7月 株式会社スターツ総合研究所取締役（非常勤）

2022年 2月 同社代表取締役就任（現在に至る）

第2号議案：執行役員1名選任の件

　執行役員平出和也は、2023年1月31日をもって任期満了となります。つ

きましては、執行役員1名の選任をお願いしたいと存じます。本議案にお

いて、執行役員の任期は、現行規約第19条第1項の定めにより、就任する

2023年2月1日より2年とします。

　なお、本議案は、2022年12月16日開催の本投資法人役員会において監督

役員全員の同意によって提出された議案です。

　執行役員候補者は次のとおりです。

・上記執行役員候補者は、本投資法人の投資口を所有しておりません。

・上記執行役員候補者は、本投資法人が資産運用委託契約及び機関運営に係

る一般事務委託契約を締結しているスターツアセットマネジメント株式会

社の代表取締役です。2004年12月20日付で、当時の「投資信託及び投資法

人に関する法律」第13条に基づき、金融庁長官より兼職の承認を得ており

ます。

・上記執行役員候補者と本投資法人の間には、上記を除き、特別の利害関係

はありません。

・上記執行役員候補者は、現在、本投資法人の執行役員として本投資法人の

業務全般を執行しております。

・本投資法人は、投信法第116条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しており、被保険者が本投資法人の役員として

の職務につき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより負

担することになる損害賠償金や訴訟費用等の損害を、一定の範囲で当該保

険契約により填補することとしております。上記執行役員候補者は当該保

険契約の被保険者に含められており、また、本議案により執行役員の再任
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が承認された場合、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることに

なります。また、当該保険契約の期間満了の際には、同内容の契約を再度

締結することを予定しております。
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氏 名
（生年月日）

略 歴

とき

時

 

 
たけ

武

 

 

 

　

 

 
よう

洋

 

 
へい

平

(1972年 6月 5日)

1996年 4月 スターツ株式会社（現スターツコーポレーション株式会

社）入社

2005年 9月 スターツアセットマネジメント投信株式会社（現スター

ツアセットマネジメント株式会社）出向

2005年11月 同社入社

2010年10月 同社不動産コンサルティング部長就任

2013年 7月 同社取締役不動産コンサルティング部長就任

2016年 2月 同社取締役不動産コンサルティング部長兼ファンド運営

事業部長就任（現在に至る）

第3号議案：補欠執行役員1名選任の件

　執行役員が欠けた場合又は法令に定める定員を欠くことになる場合に備

え、補欠執行役員1名の選任をお願いしたいと存じます。本議案の補欠執

行役員の選任に係る決議の効力を有する期間は、第2号議案における執行

役員の就任日である2023年2月1日より2年とします。

　また、補欠執行役員の選任の効力は、執行役員に就任する前に限り、本

投資法人の役員会の決議により、その選任を取り消すことができるものと

させていただきます。

　なお、本議案は、2022年12月16日開催の本投資法人役員会において監督

役員全員の同意によって提出された議案です。

　補欠執行役員候補者は次のとおりです。

・上記補欠執行役員候補者は、本投資法人の投資口を所有しておりません。

・上記補欠執行役員候補者は、本投資法人が資産運用委託契約及び機関運営

に係る一般事務委託契約を締結しているスターツアセットマネジメント株

式会社の取締役不動産コンサルティング部長兼ファンド運営事業部長を兼

務しております。

・上記補欠執行役員候補者と本投資法人の間には、上記を除き、特別の利害

関係はありません。

・本投資法人は、投信法第116条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しており、被保険者が本投資法人の役員として

の職務につき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより負

担することになる損害賠償金や訴訟費用等の損害を、一定の範囲で当該保

険契約により填補することとしております。上記補欠執行役員候補者が執

行役員に就任した場合には、当該保険契約の被保険者に含められることと

なります。また、当該保険契約の期間満了の際には、同内容の契約を再度

締結することを予定しております。

－ 16 －



候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴

1

の

野

 

 
むら

村

 

 

 

　

 

 
しげ

茂

 

 
き

樹

(1953年 6月10日)

1983年 4月 弁護士登録

奧野法律事務所（現奧野総合法律事務所）入所

（現在に至る）

1991年 3月 社会福祉法人全国盲ろう者協会理事就任（現在

に至る）

2005年 5月 本投資法人監督役員就任（現在に至る）

2013年 4月 社会福祉法人日本盲人福祉委員会理事就任

2017年 6月 同社会福祉法人評議員就任（現在に至る）

公益財団法人藤原ナチュラルヒストリー振興財

団理事長就任（現在に至る）

2

まつ

松

 

 
した

下

 

 

 

　

 

 
もと

素

 

 
ひさ

久

(1948年 3月24日)

1971年11月 アーサーアンダーセン会計事務所入所

1980年 1月 松下明公認会計士事務所入所

1981年 3月 公認会計士登録

1985年11月 松下公認会計士事務所開設（現在に至る）

2005年 5月 本投資法人監督役員就任（現在に至る）

2007年 5月 社団法人生命保険ファイナンシャルアドバイザ

ー協会（現公益社団法人生命保険ファイナンシ

ャルアドバイザー協会）監事就任

2013年 5月 同協会理事就任

2014年 6月 共立信用組合理事就任

日産センチュリー証券株式会社（現日産証券株

式会社）監査役就任

2016年 6月 共立信用組合監事就任（現在に至る）

2020年 6月 日産証券株式会社取締役（監査等委員）就任

（現在に至る）

第4号議案：監督役員2名選任の件

　監督役員野村茂樹及び松下素久の両名は、2023年1月31日をもって任期

満了となります。つきましては、監督役員2名の選任をお願いしたいと存

じます。本議案において、監督役員の任期は、現行規約第19条第1項の定

めにより、就任する2023年2月1日より2年とします。

　監督役員候補者は次のとおりです。

・上記監督役員候補者は、両名とも本投資法人の投資口を所有しておりませ
ん。

・上記監督役員候補者松下素久は、松下公認会計士事務所の代表者です。
・上記監督役員候補者と本投資法人との間には、両名とも特別の利害関係は
ありません。

・上記監督役員候補者は、両名とも現在、本投資法人の監督役員として本投
資法人の執行役員の職務の執行全般を監督しております。

・本投資法人は、投信法第116条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契
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約を保険会社との間で締結しており、被保険者が本投資法人の役員として
の職務につき行った行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより負
担することになる損害賠償金や訴訟費用等の損害を、一定の範囲で当該保
険契約により填補することとしております。上記各監督役員候補者は当該
保険契約の被保険者に含められており、また、本議案により監督役員の再
任が承認された場合、引き続き当該保険契約の被保険者に含められること
になります。また、当該保険契約の期間満了の際には、同内容の契約を再
度締結することを予定しております。
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参考事項

　本投資主総会に提出される議案のうちに相反する趣旨の議案があるときは、当

該議案のいずれにも、投資信託及び投資法人に関する法律第93条第1項及び本投

資法人の現行規約第14条第1項及び第2項に定める「みなし賛成」の規定は適用さ

れません。また、同条第3項の定めに従い、同項各号に定める議案について、所

定の手続に基づいて、一定の資格要件を備えた少数投資主が、当該議案に反対で

ある旨を本投資法人に通知した場合、当該議案については「みなし賛成」の規定

は適用されません。なお、上記の第1号議案乃至第4号議案の各議案につきまして

は、いずれも相反する趣旨の議案には該当しておらず、また、現行規約第14条第

3項が適用される上記第2号議案乃至第4号議案の各議案につきましては2022年12

月16日現在、少数投資主から同議案に反対である旨の通知はなされておりませ

ん。

以　上
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近隣には、「ベルサール八重洲」のほか「ベルサール東京日本橋」

がございますので、お間違えのないようご注意ください。

投資主総会会場ご案内図

会場　東京都中央区八重洲一丁目3番7号

八重洲ファーストフィナンシャルビル3階

ベルサール八重洲　ＲＯＯＭ　4＋5

電話　03－3548－3770

昭
和
通
り

都
営
浅
草
線

銀
座
線

中
央
通
り

三井住友
銀行

日本橋駅
A7 出口

八重洲中央口

八重洲北口

日本橋口

ベルサール八重洲

コレド日本橋

日本橋駅

ベルサール
東京日本橋

丸善

髙島屋

日
本
橋
駅

日本橋

八重洲１

東西線

呉服橋

大手町駅

ＪＲバス
おりば

大丸

南館

東
京
駅

八重洲中央口前

外
堀
通
り

(八重洲ファーストフィナンシャルビル)

投資主総会会場

交番

江戸橋1

日
本
橋
駅

都
心
環
状
線

江戸橋

鉄鋼ビルディング
本館

永代通り

髙島屋 新館

EV：エレベーター

＜地上ご案内図＞

：経路

3階会場へ
EV

EV

正面入口

至東京駅← 永代通り →至日本橋交差点

＜地下鉄改札階ご案内図＞

3階会場へ
EV

EV

上島
珈琲店

日本橋駅A7出口

■　最寄駅　東京メトロ銀座線・東西線・都営浅草線日本橋駅　Ａ7出口直結

ＪＲ東京駅　八重洲北口より徒歩5分

（ご注意）

※上記出口の誘導板ご案内は午前9時から総会終了までとなります。

※駐車スペースがございませんので、当日のお車でのご来場はご遠

慮ください。


